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I はじめに
この小論は，「投資的賃金」が分配政策的可能性をもっ 1つの政策手段となり
えるか否かについて考察することを目的としていると同時に， 「投資的賃金」
の分析を通じて所得分配と財産形成との相互関係について理論的に考察するこ
とを目的としている。
所得分配問題が既にD.Ricardo (1772-1823）以来多大の興味を惹起してきて
いることは周知の通りである。とりわけ，経済社会の諸秩序を批判する根拠を
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与え，さらに，所得や財産の公正な分配という政策目的を明示して，しかも，
これを大きく展開させるために，多数の社会改革者・社会哲学者・経済学者の
指導してきた事柄があった。このことこそ他ならぬ現存の不平等な分配状態か
ら生じる不満で、あった。この不満は人々が分配問題に対して多大の興味をもっ
ていることをあらわしている。
このような不満があるにも拘らず，分配政策が1つの政策として積極的に取
り上げられることは稀であった。このことは次のことに帰国すると考える。
いかなる経済発展段階においても特定の経済社会の諸秩序を形成し発展させる
ためには，まず何よりも生産力の発展をという生産至上主義のための生産政策
が取り上げられJその後経済成長，景気，租税，雇用，財政，金融などの経済
諸政策も取り上げられてきたのに対して，分配政策はその性格上それらの政策
に比較して第2義的な性格しかもっていないと考えられた結果として分配政策
的問題は一般に過小評価されていたといつことに帰因すると考える。しかし、
今日では分配政策の評価の高まりとともにその不満を出来る限り解消しようと
する試みとして分配政策が積極的に考慮きれている。この意味において、これ
からの経済社会の諸秩序の発展につれて分配政策が国家の経済政策の枠内にお
いて重要な役割を果たすであろうことは容認されなければならない。
分配政策全般について他の様々な経済政策と比較すれば，分配政策論それ自
体の論究は十分になされていないというのが現実である。確かに，分配政策論
の核心問題である目的・手段の諸問題と分配政策の担い手の意思形成・意思決
定の問題などに関する論究が十分になされているとは思われないのである。さ
らに，現実の経済社会ないし国民経済の望ましい諸秩序の中で分配政策が，い
かなる政策として位置づけられ，理論的かつ実証的に体系化きれていくか，と
いう問題についても十分に探究されていないのである。
このようなことを考慮して，小論は分配政策の手段という問題のみを取り上
げて考察するものである。さらに，小論は，その分配政策の諸手段の中から「投資
的賃金」という手段を選好して，この手段について理論的に考察しようとする
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ものである。
小論の構成は次の通りである。第 I節の問題意識に次いで，第I節では，分
配政策の手段群の中から lつの手段として選択した「投資的賃金」の立論の基
礎として分配政策の必要性と分配政策の目的・手段の問題が要約的に説明され
る。第I節では，「投資的賃金」の前提条件が示される。第W節では，「投資的賃金」
の基礎概念が把握される。第V節では，「投資的賃金」の分配効果が検討される。
第百節では，「投資的賃金」の限界ないし問題点が明らかにされ，その解決への
方向づけが示される。第四節では，結論が示きれる。
註（1）特に第2次大戦以後において経済社会における経済経過，経済構造，経済秩序，経済
基準（この4つの区分は，野尻武敏教授，「経済施策の諸類型一一経済政策の比較考察の
ために一一」，「国民経済雑誌』，第119巻，第5号，昭和44年， 33ー 52頁，特に41頁，に
よる。）の変化につれて分配政策も次第に評価されてきている。これに対応して，所得
分配，財産分配の理論的側面も実証的側面も次第に変化してきている。例えば，次の
諸文献による。 Haller,H., Finanzpolitik. Grundlαgen und Hauptproblem, 1957; 
菅原修教授訳，『財政政策論』，昭和46年。 Konig,H. (hrsg. ), Wα叫んηgender 
Wirtschaftsstruktur in der Bundesrepublik Deutschland, 1962. Stiller, E. 
(hrsg.), Lohnpolitik und Vermogensbildung, 1964. Fohl, C., Kreislaufanαlytische 
Untersuchungen der 恰rmogensbildungin der Bundesrepublik und der 
Bee in fluβbarkeit ihrer Verteilung, 1964. Molitor, B., Vermogensverteilung 
eds wirtschαftspolitisches 舟 oble叫 1965,besonders ss. 6-9, ss. 56-59. 
Krelle, W.，” Zur Verm己gensbildungund -verteilung in der Bundesrepublik‘： 
Finanzarchiv, Bd. 24, 1965, ss. 273-282, besonders s. 275. 
Krelle，刊， Schunck,J. , Siebke, J. , Uberbetrieblich Ertragsbeteiligung der 
Arbeitnehmer. Mit einer Untersuchungen iiber die Vermぷgensstrukturder 
Bundesrepblik Deutschlαnd, Bd. I, Bd. I, 1968. Kromphardt, J., 
Strukturwαηdel und Einkommensverteilung, 1969. Eucken, W., Grunds託tzeder 
Wirtschαftspolitik, 1952；大野忠男訳，『経済政策原理』，昭和42年，「第四編 競争秩
序とその実現」（訳書， 327-437頁ム尾上久雄，『現代経済政策の理論と現実』，昭和37
年。 Kirschen,E. S. (ed.), Economic昂 licy仇 OurTime, 1963；渡部経彦監訳，
『現代の経済政策上，下』，昭和41年，では，混合体制における西ドイツ，フランス，イタリア，イ
ギリス，ベルギペアメリカ合衆国の各国の経済諸政策の経験とその評価カ苛子なわれている。
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I 「投資的賃金」の立論の基礎一一分配政策の必要性・形成，
分配政策の目的・手段
小論の議論を始めるにあたって，「投資的賃金」を立論するための基礎として
次の3つの問題を吟味・考察しなければならない。第 1に，分配政策の必要性
とその形成をめぐる問題。第 2に，分配政策の目的の問題。第3に，分配政策
の手段の問題。
これらの問題について順次立ち入って見ることにする。
1. 分配政策の必要性・形成
国民経済の諸秩序において，いかなる背景の下で分配問題が生じるか，なぜ
分配政策が必要になるか，いかにして分配政策が形成されるか，ということは，
国民経済における分配政策の必要性とその形成に関する理論的な基礎づけに係
わる問題である。この問題は従来から提出されてきた分配政策の 1つの課題で
もあり、最近新しい角度から改めて問題になってきたことである。
人間が測り知れない猛威を秘めた大自然の中で他の生物と異なり 1個の生物
として生存していくためには、人間が自然環境を制御することが必要で、あった。
そのためには，人聞が意識的に生産した道具を使用して労働することによって
農耕や狩猟を自分達の生活様式としながらお互いが協業し分業しあって社会的
に活動することが不可欠で、あった。この人聞の意識的な自然環境制御の過程に
おいて，人間存続のために必要な人と人との関係を生み出す経済活動が作り出
されていったと思われる。この活動は，① 生産に関する諸決定を誰がどのよ
うにして行なうか，② 社会を構成する人々のうち，誰が労働を担当するか，
③ 生産の成果を誰がどれだけ受け取るか，換言すれば，「社会の諸成員の間で
の生産物の分配関係」といっ 3つの経済ルールがなければ，成り立たないので
ある？）
この③のルールが第1の課題に直接関連する。このルールは，原始共産制，奴
?
?
? ?
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隷市IJ，封建制，資本主義社会などの特定の社会において異なっているが，どの
社会においても生産手段を所有しない者には極めて厳しく作用するものである。
ことに，現代の資本主義社会の市場経済過程においては，生産手段の所有の有
無が所得分配や財産分配を不平等にしている根本要因であると考える。そして，
この生産手段の所有の有無は市場経済において広範に実現される貢献原則（
Das Leistungsprinzip) に関連し，この原則が様々な貢献意思と各様の貢献
能力にもとづいて不平等な所得分配現象をもたらせると考える。例えば，高額
所得者は， 1つの方法としてであるが，その所得の一部分を貯蓄し，貯蓄を営
利経済的に投資する可能性が得られる？このようにして，この所得者は財産を
形成することができる？この財産形成にもとづいて高額所得者は利子所得を取
得することができる。この利子所得がさらに財産形成をもたらせることになる。
このような過程において所得分配の不平等と財産分配の不平等がますます大き
くなってくる。
そこで，所得分配と財産分配の不平等を是正するための方向を示すことが必
要である。この方向を示すためには，経済政策の基本目的（Grundziele）を「経
済のうちなる」（，，innerぬonomisch“）自己価値として把え，きらに，「経済の外
にある」（”ausserokonomisch“） ものとしてf巴えることによって，キ圭済という
他の領域と区別された独自の生活領域をも含む人間生活全体の中で公正な所得
分配・財産分配を現実に実現させなければならない。そのためには，他の多く
の政策とならんで分配政策が必要になってくる。このことを理論的に基礎づけ
なければならないのである。
以上のことだけから見ても，分配政策の知何が当然国民経済の形成方向を
決定する 1つの重要な要因ともなることを配慮すれば，分配政策の必要性とそ
の形成をめぐって分配政策理論に少なくとも次の 3つの基本問題が提出されて
くる。第 1に，分配政策の基本目的やその基本手段を再反省すること。第2に，
特定の経済秩序の中における所得分配の可能性と財産分配の可能性をいかに考
慮するか。そして，第 3に，分配政策が他の経済諸政策といかなる整合性
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( Konformit瓦t）をもつか。特に，第3の整合性の問題は，分配政策に当然要求
される目的適合性とともに注目され，分配政策の目的やその手段の効果分析に
対しても新しい分析視角を提供するものである。
2. 分配政策の目的
小論では，分配政策の目的一手段（Zweck-Mittel der Verteilungspolitik) 
それ自体を考察対象にするのではなくて，分配政策の目的は何かについて要約
的に説明する。
分配政策の目的は，一般に「公正な分配」であるとみなされている。この「公正
な分配」とは「分配の正義」に関連することである。この分配の正義は数多く
の文献において関説きれていることである。例えば， K.E. Bouldingによれば，
経済政策の基本目的である「経済的正義」の 1つに掲げられ，野尻武敏教授に
よれば，経済政策の規制的基本目的の lっとして挙げられている。「公正な分配」
（”gerechte Verteilung“） の「公正な」という概念については，経済政策に
関連する正義として数多くの論者によって問題とされてきた概念である。少な
くともこの点については意識しているが，小論では，この程度の説明で終って
も許していただきたいものである。
3. 分配政策の手段
分配政策の手段（Instrumenteder Verteilungspolitik) が分配政策の経済
学的分析の核心問題をなすことは一般に容認されていることであり， しかも，
分配政策論はこの手段手析（Mittelanalyse）でもって把握されるという見解か
ら始められることが多いので，この小論もその見解に従って始めることにする。
所得の分配は，多種多様な決定要因によって決定きれる。この決定に直接的間
接的に関与するものが経済諸政策である。この経済諸政策が所得分配過程のど
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のような状態に関連するかという事情に即して，分配政策の各様の可能性が存
在するとしても当然のことであろう。
この分配政策には総じて少なくとも 4つの政策的手段が存在すると考えられ
る。第 1に，分配政策の賃金政策的手段。第2に，分配政策の財政政策的手段。
第3に，分配政策の価格政策的手段。第4に，分配政策の財産政策的手段。し
かし，この他にも何らかの政策的手段が考えられるのは当然のことである。
これらの手段の中で前3者について立ち入って見ることは割愛して最後の分
配政策の財産政策的手段についてのみ立ち入って見ることにする。
第4群の手段，即ち，分配政策の財産政策的手段は，財産分配や財産形成を
政策的に行なうことができる場合を検討するという各種の手段である。これら
の手段は国家，公企業，企業者（資本家），労働組合，労働者によってとられる
手段である。
この第4群の手段は最近に至って重要視されてきている。分配政策の財産政
策的手段は財産分配政策の手段とも呼ばれるが，この手段に関する理論的かっ
実証的な研究はまだその緒についたばかりの段階である。そのため，財産分配
政策（Vermogensverte ilungspol itik）の手段についてはその最も基礎的な把握
においでさえも十分な考察が行なわれていないのである。
そのための 1つの接近として次のことが考えられる。まず，次の3つの問題
が前提として示きれる。第 1に，財産分配政策と価値判断の問題。第2に，財産
分配の新しい概念の把握，ことに，財産分配政策の諸目的の解釈の問題。そし
て，第3に，財産の概念と財産分配尺度の問題。
これらの問題を前提とした上で，少なくとも 3つの基本問題が提出される。
第1に，財産分配政策の手段の存在可能性。第2に，財産分配政策の諸手段の
種類とその内容。第3に，財産分配政策の手段の分配政策的意義とその限界。
ここで，財産分配政策の手段を挙げれば， 8つの手段が存在すると考える。
即ち，① 「投資的賃金」(Investivlohn），② 留保利潤分配（unverteilten
Gewinnbete il igung），③ 国債発行（Ausgaben der Staatsanleihen），④財産
? ?? 。
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課税（Vermogensbesteuerung），⑤ 政府支出（f inanz ie Ile Zuwendungen 
des Staates），⑥ 国民株式発行（Volksakt iena凶 gabe），⑦ 財産相続（Ver-
mogensuberbergange），③ 財産分配計画（Planeder Vermるgensverteilu-
ngen），である。
このような財産分配政策に関する問題はいずれも相互に関連し合っている。
このような意味だけから見てふ財産政策的手段は 1つの分配政策的可能性
をもっ手段である。
註（2) 置塩信雄教授は，「生産関係の概念」（第二篇，第一章，第一節， 269-271頁。）として 5
つの生産諸関係を列挙しておられる。経済のルール①，②，③はそれぞれ教授の第三，
第四，第五で示きれる関係である。置塩信雄教授，「再生産の理論』，昭32年， 270頁。
(3）例えば，次の諸文献による。 Schmitz,W. G, Kapitalbeteiligung des Arbeitne-
hmersαmαrbeitgebenden Unternehmeη，1955, besonders ss. 58-66. Pasinetti, 
L, L.，“ Rate of Profit and Income Distribution in Relation to the Rate of 
Economic Growth'; R. E. S. , 1962, pp. 267-279, especially p. 270. Weddigen, 
W., Die wirtschαftlichen Folgen des lnvestivlohns, 1964, besonders s. 52, 
s. 64. Coulbois，“Income Policy and Capital Formation", in Schneider, E. 
(hrsg.), Problem der Ei1 o仰問nsverteilig, 1965, pp. 16-35, especially 
pp. 23-24. Kowalski, L., Einkommensverwendung, Einkommensverteilung und 
Ve rmるgensverteilung, 1967, besonders s. 191. 
(4）例えば，次の諸文献による。 Fぬ1,C., a. a. 0., s. 6. Molitor, B., a. a. 0., 
s. 89, s. 127, s. 132. Bombach, G.，” Lohnentwicklung, Sparprozeβund 
Kapitalbildung“， in Stiller, E. (hrsg.), a. a. 0. , ss. 45-53, besonders 
s. 51, s. 52. 
(5) Willeke, E., , Zur Problematik der Zielbestimmung in wirtschaftspolitis-
chen Konzeption“， in Seraphim, H. Jー.,Zur Grundlegung wirtschαftspoli-
tischer Konzeptionen, 1960, ss. 115~174, besonders s. 137. 
(6) Weddingen, W., Wirtschαftsethik. System humαnitarer Wirtschaftsmoral, 
1951, s. 52. 
(7）例えば，次の文献による。 Myrdal,G., , Das Zweck-Mittel-Denken in der 
Nationalるkonomie“， Zeitschr.f. N1αti onαlokonomie, Bd. 4, 1933, ss. 305-329. 
Molitor, E., a. a, 0., besonders. ss. 26-72. 
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(8) Boulding, K. E., Prine iples of Economic Policy, 1958, S. 84；内田忠夫監訳，
『経済政策の原理』，昭和35年， 80頁。
(9）野尻武敏教授， r一般経済政策論』，昭和40年， 211-216頁， 224-228頁， 230-235頁。
側分配の正義は通常その分配基準にもとづいて 2つの原則，即ち，貢献原則（Das
Leistungsprinzip）と必要原則（DasBedarfsprinzip）に区別される。
貢献原則は，社会的生産物が個人の貢献・働き・努力・犠牲を分配基準として経済
主体に分配されるといっ原則である。この原則によれば，同ーの貢献をする者は同一
水準の所得を取得しなければならなくなり，貢献度の不均衡は所得の不均衡に帰国す
ることになる。「貢献原則はまず最初に自由主義（Liberalismus）によって要求された。
確かに旧自由主義（Altliberalismus）に比較して新自由主義（Neoliberalismus) は
この原則が何人にも十分に実現されていないし，このために lつの修正が他の分配原
則（例えば，必要原則のような原則）のために是非とも必要で、あることを認める。
社会的生産物の公正な分配に関する問題の場合，個人の貢献を一般に考慮しないとい
う世界観は今日では殆ど存在しない。なかんずし katholischenSozialleheと同様
に新社会主義（Neosozialismus）はとりわけ個人の貢献は社会的生産物の分配に対し
て意義をもたなければならないという考え方をしている。」この引用は， Ki.ilp,
B.，”Verteilungspolitik“，in Pi.itz, T.(hrsg.), Wαchstumspolitik ・ Verteilung-
spolitik, 1971, ss. 127-128，による。貢献原則に関する文献として Kulpの考えで
は， katholischenSozialleheに例えば J.H己ffnerのものが，新社会主義に例えば，
G. Weisserのものが挙げられている。 Hぷffner, J., Christliche Gesellschα｛ts 
lehre, 1965, 4. Aufl., ss. 196-200. Weisser, G.，”Artikel: Distribution 
I Politik“， Hαnd唱￥orterbuch der Sozia I悦1issenschaften,1959, ss. 635-654, 
besonders ss.644-646.西ドイツにおける上述の三つの思潮に関する文献は，野尻武敏
教授のakademischな香気を漂わせた密度の高い桐密な研究書，『一般経済政策論』，
昭和40年， 236-300頁，に示きれている。分配の正義については，この書の「価値規範
としての正義」（221-235頁）の中で所説が展開され正いる。
必要原則は，社会的生産物が個人の需要ないし必要度を分配基準として経済主体に
分配されるという原則である。「この原則は，中世の身分社会（ Stiindegesellschaft) 
で実現きれたものであるが，今日まで分配原則として確認されてきた。この原則はま
ず最初にkatho 1 ischen Soz ia llehre によって要求された；もちろん需要それ自体は
Scholastikernの場合には国民所得の公正な分配に対する唯一の基準とみなされなか
った。 需要とならんで国民所得の貢献も認識された。今日では自由社会主義（fre-
iheitliche Sozialismus）と同様に新自由主義は必要原則を他の分配基準とならんで
修正された分配原則として是認する。」 Ki.ilp,B. , a. a. 0. , s.137. Ki.ilpは，これら
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2種の原則が，いかなる分配基準の下で理解きれなければならないか，また，いかな
る範囲で適用きれなければならないか，について多角的な視点から検討している。
ω例えば， Kruger,R., Das wirtschαftspolitische Inst叩 ment，αrium. Einte-
ilungsmerkmale und Systematisierung, 1967, besonders s. 49. この文献は経
済政策手段の類別の問題を論究した注目すべき文献である。 Kulp,B., a. a. 0., s. 109. 
政策手段が政策目的に対して使用きれた場合の効果は，例えば， Kirschen編，渡部
監訳，前掲書，「第7章手段に関する結論」の177頁， 179頁，に示されている。
(12) 8つの手段の中で，①～⑦は， Molitor,B., a. a. 0., ss. 88-152，によるところが大
である。⑧は主として， C.Fohlによるところが大である。Fぬl,C句”Aktuele Plane 
zur Beeinflussung der Einkommensverteilung und Vermogensbildung“， in 
Stiller, E., a. a. 0., ss. 133-162. 
II 「投資的賃金」の前提条件
小論の問題意識を考察するためには，問題の性格上議論の前提条件が必要と
なってくる。小論の目的として明示したことは，ある特定の経済秩序政策的前
提かつ国民経済的前提と両立性をもたなければならない。この場合，本源的所
得分配と相互依存関係をもっている分配政策の手段の基本的可能性が果して存
在するか否かについて把握することにする。そして，このことを国民経済の市
場経済における本源的所得分配（origi凶 rerbzw. prim訂 erEinkommensv-
erteilung）の下で特に生産過程において賃金所得や利子所得ないし生産的財産
( Produktivverm勾en) を取得するという新しい角度から把握することにする。
所得分配や財産分配を増大主せる手段が分配政策の 1つの手段になるための
基本的可能性は，少なくとも次の2つの前提条件に大別して示される。
1. 現代の資本制国家の体制の下で所得や財産の形成・所有の容認されてい
る私有財産制度の存在と国家の経済活動が承認されていることが一般的前提条
件である。また，政策理論と現実の経済政策との相互関係がかなり明瞭にあらわ
れている国であることも一般的前提条件である。このような一般的前提の下で
分配政策は国民経済の市場経済の諸秩序の枠内で行なわれることが前提きれる。
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2. 分配政策の手段を把握する場合，次の4つの点に留意しなければならない。
(1) 社会階級は二つの階級即ち資本家階級と労働者階級（以下では，資本家
労働者と略記する。）に大別される。小論では，生産手段を私的所有し，私的利
潤を追求し，剰余所得を私的領有するか否かということを類別基準として用いる。
この基準によれば，資本家とは，生産手段を私的所有し，剰余所得を私的領有
する者であると定義される。これには狭義の法人企業者，会社役員，管理職員，
管理的公務員などが含まれるものとする。小論ではこれらの個人単位ではなく
て資本家階級というグループ単位で把握される。これに対して，労働者とは，
資本制経済の下で展開される賃労働関係において持続的な再生産を余儀なくさ
せられるという角度から見た場合には，生産手段を私的所有しない者であると
定義される。また，資本制経済は多様可変的に推移し発展しており，これに関連
して階級構造も動態的に変容しているという角度から見た場合には，「ブルー・
カラー」とこのブルー・カラーと資本家との聞の新中間階級ともいうべき「ホ
ワイト・カラー」唱であると定義される。これにはサラリーマン層，生産的労働
者，販売・サービス業の労働者，失業者などが含まれるものとする。小論では
労働者階級或いは労働組合というグループ単位で把握される。
(2) 完全雇用状態或いは出来る限り高い雇用水準を維持するものとする。
(3) 国民所得はその増加が保証されるものとする。そして，国民所得は資本
家と労働者に分配されるものとする。
(4) 外国貿易と国家の経済活動はともに捨象される。
これらの仮定は，ある時点の特定の政策が最適に決定され，個々の条件がど
の範囲内で所与の時点に即応しなければならないか， といつことをあらわして
いる。
以上のことから，小論で扱われる分配政策の基本的可能性は，資本家が潜在
的かつ私的に追求する利潤を変化させることによって分配構造や財産構造（V-
erteilungsstruktur und Vermりgensstruktur）を労働者に有利となるように
変化させることができるか否かという点に存在する。このような変化は後述す
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る「投資的賃金」によっても生じることを考えている。
註（13）例えば，次の文献による。 Meade,J. E., Efficiency, Equalityαnd the Owne-
rship of Property, 1964, especially pp. 11-26. 
M Mills, C. W., White Collαr: The Americαn Middle Classes, 1965, p. 63, 
p. 71-73; 杉政孝訳，『ホワイト・カラー一一中間階級の生活探究－JI，昭和32年，
52頁， 60～61頁。
N 「投資的賃金」の基礎概念
「投資的賃金」め基礎概念は従来明確に把握されていない新しい概念である。
「投資的賃金」とはドイ、ソ語のInve s tivlohnを仮りに訳したものである。この
語はその基礎概念によって「投資誘発的賃金」或いは「投資指向的賃金」と訳す
こともできると考える。しかし，邦文献ではInvestivlohnの訳語は現在のとこ
ろまだあらわれていないので困るが，小論では「投資的賃金」という訳語をつ
けることにした。そして，まだ一般的承認を受けていない直訳語であることを
示す意味で「 」を付記することにした。
このInvestivlohn という語が初めて使用されている文献は何であろうか。
限られてはいるが，手元の資料によれば， Schreiber,H., ”Der Investiv-
lohn“，Arbeit und Sozialpolitik, 12. Jhg, 1958, Heft 3, であると思われ
る。この文献は入手困難のため小論で取り扱う意味のInvestivlohnの考察であ
るか否かはわからない。それで，小論において取り扱う意味の Investivlohn
という語が初めて用いられているのは， Oberhauser,A. , Die w irtschαftli-
chen Auswirkungen und Grenzen des Investivlohns, 1959，であると思わ
れる。次に，その意味のInvestivlohnに関して論究した文献を示せば，次のも
のがある。 Winsterstein,H., Der Investivlohn in der Bundesrepublik 
Deutschland, 1961, s. 116. Adenauer, P.，”Zur sozialethischen 
Bewertung eines gesetzlichen Investivlohns“， Jαhrb. d. Instituts f. 
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christl. Soz iαlwissenschαft, Bd. 3, 1962, s. 315. Weddigen, W., Die 
w irtschαftlichen Folgen des Investivlohns, 1964. 
「投資的賃金」の基礎概念は次のように定義される。 A.Ober・hauserによれば，
「投資的賃金」とは，一定の或いは増加する賃金の一部分が個々の労働者に全
く所有されなくて財産形成に結びつけられるときに，この賃金構成部分が所得
取得者によって直接的或いは間接的に投資される場合の賃金のことであると定
義される。また， W.Weddigenによれば，「投資的賃金」とは，労働者が労働
によって取得した賃金の一部分を消費目的のために使用するのではなくて投資
目的のために財産効果的に（fir investive Zwecke vermりgenswirksam）使
用するものであると広義に定義される。この両者の定義によれば，「投資的賃
金」とは，労働者の取得した賃金所得の一部分が投資目的のために活用される
場合に存在し，その結果として労働者は利子所得や配当所得或いは生産的財産
所得を取得することができるよ 7になる根源であると定義される。
このようなInvestivlohnの定義は， W.Krelle, J. Schunck, J. Siebkeの
ir附 S山 eErtrags-ur Gewinn 
be同 i1 i 
註（15) Ober・hauser,A., a. a. 0., s. 54. 
(16) Weddigen, W., a. a. 0., s. 9. 
(17) Krelle, W. , Schunck, J. , Siebke, J., a. a. 0., Bd. I, s. 94. 
(18) Schmitz, W. G., a. a. 0., s. 63, s. 65. 
v 「投資的賃金」の分配効果
前節において把握した「投資的賃金」にもとづいて，この節では，「投資的賃金」
の分配効果について検討しなければならない。
「投資的賃金」の分配効果は，少なくとも次の 3つの視点を通じて検討される
と考える。第1に，「投資的賃金」を巨視的分配理論の枠内において把握するた
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めに，巨視的分配理論，特に，ケインズ派分配理論の論理構造とそのモデル構
造の最も基本的な論点を明らかにし，これに関連して分配政策的結論を導ぴく
こと。第2に，巨視的分配理論における「投資的賃金」の分配効果を検討する
こと。そして，第3に，その分配効果を増大させる要因を求めること。
これらの視点について順次検討することにする。
(1) 「投資的賃金」の分配理論的基礎は， 0. von Nell-Breuning によって
初めて固められたと思われる。彼によれば，その基礎はケインズ派分配理論の
認識にもとづいている。このケインズ派分配理論は， J.M.Keynes に関連し
て発展した巨視経済的分析用具を分配の相互関係に適用した分配理論のことで
ある。この分配理論は，完全雇用状態など特定の仮定の下で所与の国民所得が
この所得の支出構造と資本家・労働者の消費行動や貯蓄行動如何によって資本
家と労働者に分配されることを明らかにしている。この分配様式は所得の分配
がKaldor的ないしPasinetti的な分配決定式に内包されている経済諸量即ち投
資比率，利潤率，資本家・労働者の貯蓄性向によって決定されることを意味す
るで）これらの経済諸量は各様の定義式，行動式，均衡式を援用して説明され，
これらの各式の相互関連が決定される。
このような分配理論の需要理論的接近方法によれば，完全雇用状態は国民所
得が資本家と労働者に分配される場合において仮定される重要な前提条件であ
る。このことに注意しなければならない。封鎖体系の下で，資本家の利潤が増
加すればするほど，資本家の消費と投資は増加し，労働者の貯蓄は小となる。
この逆の場合には逆のことが成立する。国民所得の支出構造の変化と総需要の
変化とは，特定の限界内において実質国民所得水準と雇用水準をともに変化さ
せることによってではなく総貯蓄を総投資に均衡させることによって所得の増
大をもたらせることになる。この場合，その限界内では，完全雇用状態がやは
り不変で、あることに変わりはないが，所得の増大が生じるのは，価格の変化を
所得の変化が上廻わる場合であるか，所得の変化が価格変化につれて変化する
費用を上廻る場合であるか，のどちらかである。
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ケインズ派分配理論が貢献した重要な論点の1つは， Kaldor的意味の均衡
において完全雇用状態の場合には，決定される分配は唯一つではなくて多数の
分配の中から特定の分配が二者択一的に選択される可能性を示したという点に
あると考える。ただし，この選択の幅には当然限界が存在している？
以上のようなケインズ派分配理論の主要論点の要約にもとづいて分配政策的
結論が導び、かれなければならない。
分配は需要的要因のみならず供給的要因によっても決定されるのであるが，
いま，分配が需要的要因のみによって決定されるとすれば，完全雇用状態の場
合の利潤率は任意の経済諸量によって決定されるであろうと考える。この場合
には，所得分配を分配政策的観点からみて増大させるためには，広範な経済領
域に多種多様の目的群や手段群が存在することは別として，手IJ潤率の下限が完
全雇用状態の場合に存在することは当然のことである。ただし，この場合には
利潤率の下限は分配の供給理論的な説明で明らかにされるが，既述の経済政策
の目的設定の場合よりも下方に存在してはならないという条件が必要で、ある。
このことから，分配政策にとっては次のことが問題となってくる。即ち，完全雇用
状態の場合の利潤率が供給的要因によって決定されるか否か，或いは，その利
潤率が下限だけを確定し，少なくとも利潤率がこの下限よりも上方に存在する
限り，分配政策にもとづいて所得が増大する場合には有限の存在領域が与えら
れるか否か，ということが重要な問題である。
以上のことからだけであるが，次の分配政策的結論が導ぴかれる。ケインズ
派分配理論においては，完全雇用状態という仮定が過大評価されている。この
仮定は利潤率や投資比率，利潤分配率，賃金分配率，貯蓄性向に影響を及はす
重要な仮定である。いま，高い投資比率が存在すれば，少なくとも長期的には
利潤が完全雇用状態を維持すべき水準以上に増加するであろう。この場合に，
その利潤の下限よりも上方の分配を説明するためには，何よりもまず分配の需
要理論が重要になり，この理論の結論から分配政策的結論の基礎づけが導びか
れる。これによって分配政策的な存在領域が生じることになる。この場合の分
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配政策の目的は所得の増大をその存在領域の範囲内に留めさせるように設定き
れなければならない。このような存在領域が生じなければ 所得政策の枠内に
おいて国民所得の支出構造は所得の分配にいかなる影響を及ぼすかということ
が説明きれなくなる。
(2) 「投資的賃金Jの分配効果を検討するためには，第I節の前提条件に加え
て「投資的賃金Jは，すべての労働者に与えられ，生産性の上昇をもたらせる
賃金（これは純賃金（Barlohn）の意味である。）の増加を導ぴくことが前提きれ
なければならない。さらに，「投資的賃金」が導入されても労働者の自発的貯蓄
( freiwillige Sparen der Arbeitnehmer）は減少しないことが仮定される。
「投資的賃金」が導入された場合には，いかなる分配効果が予想されるであろ
うか。このことは少なくとも次の 3つの点から検討されると考える。
① 例えば， C.Fohlによれば，「投資的賃金」の導入は，価格上昇と生産縮
小をもたらせることが示される。この供給理論的考察から完全雇用状態の下で
は分配が変化する可能性は存在しないことが導びかれる。従って，貯蓄に影響
を及ぼす分配政策は効果的でなく危険であるとみなされることになる。
② 「投資的賃金」の導入回数はいかなる分配効果を生じさせるであろうか。
例えば， A.Ober・hauserによれば，「投資的賃金」の導入回数は 1回限りであり、
「投資金賃金」は賃金額或いは国民所得に比例して上昇してはならないというこ
とが示されるTこのことから，一旦所得の増大が実現すれば，「投資的賃金」か
らはもはや何らの分配効果も生じないことが導びかれる。このような反応過程
は国民所得の増加する成長経済の場合には容易に実現される。この場合に，労
働者にとって「投資的賃金」の導入回数が1回限りの場合のように突発的でな
くて継続的に行なわれるならば，労働者の所得は増加し，従って，資本家の利
潤所得はその増加率が小きくなるという分配効果が生じることになる。
③ 「投資的賃金」の導入時期はいかなる分配効果を生じさせるであろうか。
例えば， W. Weddigenによれば，好況期には，利用率が傾向的に上昇し，投
資比率も利子水準も利子所得もいずれも上昇するからj投資的賃金」が生じる
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可能性が大である。この場合には「投資的賃金」の導入は容易で、あろう。この
時期には，所得が増大してもこのことは資本家の自己金融の負担にはならない
であろう。これに対して，不況期には，「投資的賃金」の各様の使用方法を無視す
れば，利用率が低下する。 このことは常に利潤分配率の低下を意味し，従っ
て，資本家の貯蓄の減少を意味する。そして，国民経済の利子水準はその利潤
に依存するから，利子水準と利子所得は共に利潤の低下につれて低下すること
になる？この場合には「投資的賃金」の導入は困難である。この時期には既述
の①の場合と同様な結果になり易い。好況期には資本家も労働者も「投資的賃
金」の分配効果を大いに受けるが，不況期にはその逆の場合になる。
このような「投資的賃金」の導入に関することからも見れば，「投資的賃金」の
分配効果の本質的な特徴は，大低の場合，労働者が「投資的賃金」に関して所得や
財産の増加ないし付加的な所得・財産を形成した後に将来収益で分配され利
子所得や配当所得を取得できるという点にある。このような「投資的賃金」の
分配効果は，少なくとも次の3つの視点から見ることができると考える。
①例えば， L.L. Pasinetti, J. Kromphardt, L. Kowalski, P. Coulbis 
などの巨視的分配理論によれば，これらの諸説の結論は総じて，特定の仮定や
資本家・労働者の所与の消費行動・貯蓄行動の下では，資本家の所得と労働者
の所得はともに周知の諸要因によって決定されるが，資本家の財産からの所得
と労働者の賃金所得はともに決定きれないということである。このような「投
資的賃金」の分配効果を見ることができる。しかし，労働者の所得が労働者の
財産から決定されるか否かについてはその分配効果は明らかにされていないと
いう点に注意しなければならない。
② 国民経済の利潤所得に占める労働者の所得の比率が資本家の投資行動に
影響を及ぼす場合に限り，「投資的賃金」も資本家の所得・財産に影響を及ぼす
分配効果をもっていると考える。
③ 国民所得が2つの社会階級即ち資本家と労働者に分配される場合には，
やはり分配の主要な決定要因とならんで労働者の貯蓄という要因が存在し， 予
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の要因が分配効果をもっていることに注目しなければならない。この場合には，
「投資的賃金」を貯蓄の増加ないし付加的な貯蓄とみなしているわけである。
(3) 前述の（2）において，労働者の貯蓄が分配を決定する重要な要因であるこ
とを示したので，ここでは，それに関連して労働者にとって「投資的賃金」が
いかなる過程を通じて分配効果を持つようになるのかについて検討しなければならな
い。例えば，既述の「投資的賃金」の前提条件を満たす資本制国家として西ドイ
ツを取り上げる。西ドイツにおいて，次のことが労働者の場合について説明で
きるものとする。ただし，この説明は 1つの特定の視点だけから見た場合の説
明であるにすぎない。
いま，労働生産性が何かの要因によって，特に，技術革新や資本の深化や大
規模生産の経済や教育水準ないしは熟練度の上昇や政治・社会体制やその時々
の経済状況や社会的諸価値などの諸要因にもとづいて上昇したとする。この労
働生産性の上昇は名目賃金の増加をもたらせる。この名目賃金の増加は労働者
の賃金分配率を上昇させることによって労働者の所得分配を改善させる。この
改善によって「投資的賃金」を投資目的のために使用して更に所得を増加させ
ることができた労働者は，十分な貯蓄意思と貯蓄能力を持つようになる。この貯蓄
意思の形成と貯蓄能力の増大が実際に自発的な貯蓄行動を行なわせる。この結
果として，自発的な貯蓄が形成される。この貯蓄形成から，一方において，国民
株式や国債などの債券の購入によって利子所得が取得され，他方において，そ
の貯蓄を生産過程において資本として使用すれば，労働者は利潤の一部分を取
得することができる。このようにして取得される所得が労働者の財産分配を改善
させ，ひいては財産所得を形成するための重要な要因となり，この要因が労働
者の財産形成（Vermるgensbilung）のための要因になると考える。
このような過程においてj投資的賃金」を導入するための不可欠の要因は自
発的な貯蓄意思の向上と貯蓄能力の増大であることに注意しなければならない。
この貯蓄能力の増大を通じて導入された「投資的賃金」 水準によって所得増
加と財産増加の程度が決定されることになる。このことは「投資的賃金」が所得
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増加と財産増加の重要な要因であることを意味する。この種の要因としてはさ
らに次のものがある。即ち，資本家の租税後転・租税前転と利潤率が低下する
場合の資本家の投資行動である。この行動は，資本家が特定の条件の下で利潤
率の下限を判断してそれを設定し，この下限以下に利潤率が低下しでも投資目
的のための資金調達的意味を持つ「投資的賃金」の導入を行なわないという行動
である。
註（1的 Nell-Breuning,0. von, Eigentu1 
besonder、ss. 18. 
。 Kaldor,N.，“ Alternative Theories of Distribution", R. E. S., 1955-56, pp. 
83-100. Pas inetti, L. L, op. cit .
。1）投資が自発的貯蓄に等しいという意味である。この場合，未配当利潤は自発的貯蓄
として把握きれなければならない。
ω この限界については拙稿でも検討した。拙稿，「巨視的分配理論の性格と類型 （二）」，
r産業経済研究』，第10巻，第1号，昭和44年， 25～67頁。
ω この仮定は「投資的賃金」の分配効果を小さくさせることにはなるが，設ける。
Fohl, C., a. a. 0., ss. 26-27. 
。母 Oberhauser,A., a. a. 0., s. 34, s. 36. 
側 Weddigen,W., a. a. 0., s. 27. 
。 Kaldor,N.，“A Model of Economic Growth”， E. J. , 1957, pp. 599-624, 
especially p. 602. 
。カ Pasinetti,L. L., op. cit . Kowalski, L., a. a. 0 .Coulbis, P., a. a. 0 .
Kromphardt, J.，”Kapitalbildung in Arbeitnehmerhand und Einkommensver-
teilung in Gleichgewicht“， Zeitsch. f. d. ges. StαG tswiss., Bd. 122, 1966, 
ss. 247-254. 
~8）例えば，次の諸文献による。 Weddigen, W., a. a. 0., ss. 22-30, ss. 30-42. 
Boden, H. C.，” Produktivit瓦t,Lるhne,Preise“， in Stiller, E. (hrsg.), a. a. 0., 
ss. 4-6. Markmann, H.，”Wirt schaftliche Bestimmungsgri.inde der Lohn bi-
ldung aus der Sicht der Gewerkschaften“， in Stiller, E. (hrsg.), 
a. a. 0., ss. 756-776；この文献では， SS. 762-764，において小論の考え方とは異な
る見解が示されている。
白骨 Wedd igen, W., a. a. 0., s. 52. 
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VI 「投資的賃金」の問題点
前節における説明にもとづいて，この節では，「投資的賃金」にはいかなる限
界ないし問題点が存在するかについて検討しなければならない。この場合，比較
的重要と思われる 5つの問題点を選んで批判的に検討する。ただし，この批判
的検討は今後の研究に対する 1つの覚書きとして試論的に記述したものである
(1) 第 1の問題点は，「投資的賃金」は，生産性上昇をもたらせる賃金増加の一
部分として把握されるのではなくて，生産性上昇の範囲内で賃金増加を上廻っ
て生じるものとして，即ち，「投資的賃金」は純賃金が増加する場合に生じるも
のとして把握することができるか否かということである。
(2) 第2の問題点は，「投資的賃金」の導入によってもたされた労働者の貯蓄
意思の向上・貯蓄能力の増大が長期的に労働者の自発的貯蓄を増加させること
によ（て所得や財産を形成させるといっ過程が現実の経済諸秩序において実際に
存在するか否かという点である。
この過程が存在するか否かは，「投資的賃金」の形成やその拘束期間J投資的
賃金」契約上の諸問題，「投資的賃金」を使用する場合の労働者の心理的要因，
景気状態，市場状態などの諸要因に依存することであると思われる。「投資的賃
金」がいかにして形成されるかが問題である。労働者が貯蓄形態の如何を間わ
ず貯蓄を行なう場合には，「投資的賃金」額が一時的に拘束される期間の存在を
いかに考慮すべきであるかも問題である。さらに，「投資的賃金」額を消費目的
に支出しないで労働者の貯蓄意思を惹起させるためには，長期的に賃金決定当
事者，ことに労働組合の積極的な協同を必要とする。このことがなぜ賃金契約
的合意の得られる水準の「投資的賃金」を選好するかという理由である。さら
にまた，分配の量的増大を達成するためには，「投資的賃金」のかなりの部分が
長期的に労働者の所得・財産の増加として保有きれることが要求される。この
前提が置かれるか否かが問題である。
(3) 第 3の問題点は，「投資的賃金」が分配政策の 1つの手段として有効で、あ
るか否かということである。 このことは資本家と労働者が再分配にいかに反
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応するかということに依存する。所得や財産の集中化（Konzentr a tion) の促
進が所得分配や財産分配を行なうための目的である場合，或いは，それらの分
配を阻止するための目的である場合にはJ投資的賃金」の再分配効果は他のあ
らゆる分配政策的手段の再分配効果よりも強大でなければならないと考える。
この場合の政策手段は配当や自己金融を通じて増加する利潤を削減させること
を条件とする。このことは自己金融の変化を意味する。例えば，それは留保利
潤を活用して少なくともその一部分を資本の長期的貸付或いは資本参加によっ
て資金を調達することを意味する。このようなことを見るだけでも，「投資的賃
金」は，利潤の増加を抑制させる効果をもつが，本質的な意味の再分配効果を
もたないという問題点が生じてくる。換言すれば，「投資的賃金」が有効な手段
となりえる場合とそうでない場合があるといつことである。ここで，第II節の
「投資的賃金」の前提条件2の仮定（4）を除外することにする。そのような分配
効果が生じるとき，国家の債務が完全雇用状態に対する修正要因として導入さ
れるならば，国債の分配効果にもとづいて所得や財産の集中過程は阻止できな
いことになる。ただし，このような再分配の場合に投資が減少するという懸念
は資本家の投資性向が減少するといっ仮定にもとづいている。このような資本
家の再分配的努力を抑制する仮定が存在する場合には，民聞の所得・財産によ
って決定される生産関係は公正な所得・財産の分配を一般に容認するか否か，
或いは，再分配は資本家と労働者の共同決定と結びつくのか否か，が問題である。
(4) 第4と第5の問題点は第II節の前提条件2.の諸仮定を除外した場合のも
のである。
第4の問題点は，「投資的賃金」の導入が民間投資，雇用，価格水準，租税，
国民株式，資本参加，財産分配計画，国債発行などにいかなる影響を及ぼすか
ということである。
(5) 第5の問題点は，「投資的賃金」が価格に転嫁されるか否かということで
ある。この点については， 2つの先決問題が明らかにされなければならない。
lつは，資本家は「投資的賃金」を価格に転嫁させる意思をもっているか否か
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という転嫁意思の問題である。もう 1つは，「投資的賃金」の導入時点、において
既に需要が存在しているか否かという問題である。この問題は転嫁可能性に関
連する。前者の転嫁意思は今日では政策的要因に依存している。然し，資本家が
「投資的賃金」の転嫁を断念するように行動するか否かは政策的問題であると
いうよりも寧ろ資本家の勢力状態の問題である。後者の「投資的賃金」が価格
に更転する可能性はどの程度であるかということは，直接的にはその時々の景
気状態の問題である。好況期には現存の需要によって「投資的賃金」が価格に
転嫁するという危険がある。不況期にはそのような転嫁の程度は小さいと思わ
れる。従って，この二つの極端な景気局面では「投資的賃金」が最も有利な契
約として結ばれる。しかし，この契約が結ばれるか否かは賃金決定当時者の自由
な意思如何によるという前述の問題がある。
「投資的賃金Jが価格に転嫁するか否かという問題を考察する場合には，流動
性問題とともに需要の弾力性を考慮しなければならない。例えば，資本家が「投資
的賃金」を要素費用として扱う場合には，「投資的賃金」の転嫁可能性は需要者
の反応如何によって決定される。賃金額が一定である時には，需要の価格弾力
性は消費一貯蓄関係によって決定される。この場合需要者が実質賃金の低下に
も拘らず名目賃金からなされる貯蓄が一定に保たれる場合には，転嫁しないか
もしれない。なぜならはこのことは，労働者が「投資的賃金」を労働者の付加
的な貯蓄決定としないか，実質賃金が低下する時にも労働者が付加的に貯蓄す
るか否か，のどちらかを意味するからである。
I むすび
以上において，高い投資比率の存在する完全雇用経済を前提として，「投資的
賃金」の立論の基礎，その前提条件，その基礎概念，その分配効果およびその
若干の問題点について考察してきた。
「投資的賃金」やこれに類似した概念に関する所説には様々なものがある。予
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れらの所説は抽象論として見るならば，そのいずれの主張も一面の真理を含む
ものである。
しかし，それらの所説の基本的立場とは異なり，小論の基本的立場は，分配
政策を資本制国家の経済政策の一環として把握することによって分配政策の有
効な手段群の 1っとしての「投資的賃金」の性格づけを国民経済における望ま
しい経済諸秩序の性格との関連において取り上げようとする点に求められる。
「投資的賃金」の本質的な特徴は，「投資的賃金」が分配政策の成果に対する前
提をかなり改善するという点にあると考える。労働者の側面から所得分配と財
産分配が不平等かつ不公平なものとして見られる限り，賃金行動にあたっては
国民経済における価格安定的な発展条件は熟慮、されているにも拘らず殆ど評価
されていないといフのが現実である。この点にこそ，分配政策の経済政策的位
置づけに対する深い認識を根底にした分配政策の「合理的な」目的設定の要求
される一因がある。
「投資的賃金」が導入される場合に，所得増加と財産増加にもとづく分配の量
的増大が国民経済の望ましい諸秩序の下で可能であれば， しかも，そのような
事情によって分配が労働者に有利な状態になれば，労働組合はそれほど効果的
でない名目賃金政策などを放棄するかもしれないと思われる。この場合，賃金
の増加は，経済成長，国民所得の支出構造および消費行動によって設定された
限界内で変動しまた， 1つの政策目的の現実への適用ないし政策的実践は労
働者の利害関係の中に存することは十分に考えられることである。
以上の意味において，「投資的賃金」は分配政策の目的を成長政策の目的や安
定政策の目的と両立させ， 目的整合性をもたせることのできる 1つの政策手段
になりえると考える。ことに，体系的に考察された分配政策論が存在しないこ
とを考えるとき，やはり「投資的賃金」は分配政策の 1つの手段として何らか
の重要な役割を担っていると考える。
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